
平成２０年度一般廃棄物関係予算概算要求の概要

平 成 １ ９ 年 ８ 月

環境省 廃棄物対策課

） （ ）（ ）１ 廃棄物処理施設整備費 循環型社会形成推進交付金等 公共事業

８４，２６１百万円 → １０１，７５３百万円

廃棄物の３Ｒを総合的に推進するため、国と地方が協働し、市町村の自主性と

創意工夫を活かしながら広域的かつ総合的に廃棄物処理・リサイクル施設の整備

を推進する「循環型社会形成推進交付金」について、バイオマスエネルギーの普

及加速化等のため、以下の制度の充実強化を図る。

①ごみ燃料化施設（BDF化、エタノール燃料化）の推進

ごみ燃料化施設の中の、特にBDF化施設、エタノール燃料化施設について、

積極的な整備推進策として交付率1/2の拡充支援を行う。

②既存最終処分場の延命化促進のための最終処分場再生事業

最終処分場の再生事業（廃棄物の減容事業）において、最終処分場の新たな

埋立終期まで水処理等ができるように、関連施設の改修整備を追加する。

③廃棄物処理施設耐震化事業

廃棄物処理施設について、地震による被害（稼働不能）を抑えるため、特に

耐震化が必要と認められる施設の補強または改築事業を推進する。

④効率的な汚泥処理のための設備の増強

汚泥の効率的なバイオマス利用を一層促進するために、汚泥再生処理センタ

ーの前処理設備としての移動式汚泥濃縮・脱水装置の整備を推進する。

⑤環境負荷の低い輸送手段による廃棄物中継輸送システムの整備

温室効果ガスの排出削減対策のため、収集したごみを廃棄物処理施設へ輸送

する際に、パッカー車の替わりとして、船舶や鉄道等による輸送システム整

備事業を推進する。

２）新 新廃棄物系バイオマス次世代利活用推進事業

０百万円 → ４００百万円

大都市部、中都市部、農村部等の地域特性に着目しつつ、廃棄物系バイオマスの具

、 、体的かつ実践的な再生利用手法を提示するため 各種廃棄物系バイオマスの発生抑制

利活用手法について飼料化、メタン化等数多い選択肢の中から有効なパターンを選び

出し、分別方法、収集運搬体制も含め、モデル地区において実証・評価を行う。



３）新 食品循環資源等バイオマスの地域圏利活用構想の策定調査

０百万円 → ７０百万円

食品廃棄物のエネルギー利用を進めるため、バイオマスの種類別の発生量と肥料・

飼料等の需要量、需要家である農家の生産状況、リサイクル施設の立地状況等を全国

７ブロックごとに調査し、広域圏で用途別の利用構想を策定する。

４）廃棄物処理等科学研究費補助金[競争的資金]

１，２６１百万円 → １，８６１百万円

2050年までの温室効果ガス半減の実現に向けて「バイオマス特別枠」を設置すると

共に 「３Ｒ推進に係る研究 「廃棄物系バイオマス利活用研究 「循環型社会構築を目、 」 」

指した社会科学的複合研究 「漂着ごみ・アスベスト廃棄物対策に係る研究」を重点テ」

ーマに設定する。

５）廃棄物処理施設における温暖化対策事業(エネ特会)

２，１１７百万円 → ２，１１７百万円

廃棄物処理業者等が行う高効率な廃棄物エネルギー利用施設及び高効率なバイオマ

ス利用施設等の整備事業（新設、増設又は改造）について、これに伴う投資の増加費

用に対して補助を行う。

また、工場単位で行っているごみ発電を複数工場全体で統合管理し、ごみ発電量を

最大化・最適化する「ごみ発電ネットワーク事業」と、廃棄物焼却施設から発生する

中低温域の余熱を熱導管によらず車両で需要側の施設に輸送する「熱輸送システム事

業」に対して、補助を行う。

６）新 地球温暖化対策技術開発事業の一部（循環資源由来エネルギ

ー利用技術実用化開発）(エネ特会)[競争的資金]

３，３０２百万円 → ３，７１０百万円の内数

従来の民間企業等から公募、推進する基盤的な温暖化対策技術開発の中で、今回新

たに重点的に取り組むテーマのひとつとして、循環資源由来エネルギーによる高効率

発電技術等の実用化に係る技術開発・実証を行うものを追加する。

７）新 廃棄物由来バイオ燃料の戦略的利用拡大に向けた調査

０百万円 → ３０百万円

廃棄物由来バイオ燃料に係る技術の現状調査や原料となる廃棄物の再生利用等の動



向調査等を行い、技術特性を踏まえた戦略や安全かつ確実な利用のための基準・マニ

ュアルを策定し、廃棄物由来バイオ燃料の本格的な利用拡大を図る。

８）新 廃棄物処理システムにおける革新的な温室効果ガス排出抑制

０百万円 → ５０百万円対策検討調査

「低炭素社会 「循環型社会」の両方に貢献する３Ｒシステムを具体的に提示し、ま」

、 、た 2050年までに温室効果ガスの排出量を半減できるようなロードマップを示すべく

市町村等への調査、モデル実証の実施等を行い、廃棄物処理に伴う温室効果ガスの排

出削減に向けて、中長期的に対策に取り組む体制を整備する。

９）新 一般廃棄物処理事業の民間活力導入促進調査費

０百万円 → ５０百万円

市町村が経営する一般廃棄物処理事業において、費用対効果に優れた民間活力の導

入をさらに進めるため、事業形態別のメリット・デメリット、リスクとリスクへの対応

、策の分析を行うなどして、市町村及び民間業界に向けた民間活力導入ビジョンの検討

策定を行う。



【参 考】

○公共事業
（単位：百万円）

対前年度 対前年度比平成19年度 平成20年度

予 算 額 概算要求額 (%)差引増△減額

循環型社会形成推進

交付金 46,096 68,771 22,675 149.2

32,800 55,475 22,675 169.1一般廃棄物処理施設等

浄化槽 13,296 13,296 0 100.0

廃棄物処理施設整備費補助

金 38,431 33,307 △5,124 86.7

19,919 17,630 △2,289 88.5一般廃棄物処理施設等

産業廃棄物・ＰＣＢ

処理施設 18,512 15,677 △2,835 84.7

合 計 84,527 102,078 17,551 120.8

52,719 73,105 20,386 138.7一般廃棄物処理施設等

浄化槽 13,296 13,296 0 100.0

産業廃棄物・ＰＣＢ

処理施設 18,512 15,677 △2,835 84.7






















